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はじめに
産業の衰退に直面した企業が経営を存続するためには, 損失を最小限にしながら当該産業か










で ｢エネルギー革命｣ による需要の減少に直面した高度成長期の日本の石炭企業は, 上記の課
題に直面した企業の代表例であった｡ とりわけ, 多角化の速度が遅く２), 既存需要の回復の可
能性が低かった石炭企業にとって, 新需要の開拓は経営存続のために不可欠な課題であった｡
   
＊ 本稿は,     年度経営史学会関東部会大会 ｢戦後日本の石炭市場における需要開拓と取引制度の再
編｣ (    年７月  日, 於：慶應義塾大学) の報告をもとにしている｡ 当日コメントをいただいた岡
崎哲二教授 (東京大学), 杉山伸也教授 (慶應義塾大学) に感謝申し上げる｡ また, 本稿執筆に必要
な資料収集に際して,     年度科学研究費補助金基盤研究 ( ) ｢『化石資源世界経済』 の形成と森林
伐採・環境劣化の関係に関する比較史的研究｣ (研究代表者：杉原薫) の助成を受けた｡ 記して感謝
申し上げる｡
１) 以上は, マイケル・ ・ポーター (竹内宏高訳) 『競争戦略論Ⅰ』 ダイヤモンド社,     年,    ～   頁による｡
２) 多角化の速度が遅かった点については, 荻野喜弘 ｢鉱業会社社史についての一考察｣ 『経営史学』
第  巻第３号 (    年  月),   ～  頁；島西智輝 ｢衰退産業における事業多角化の遅滞要因の検討
―戦後石炭産業の事例―｣ 『三田商学研究』 第  巻第６号 (    年２月),    ～   頁を参照｡
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それでは, 日本の石炭企業はどのように新需要の開拓に取り組んだのであろうか｡ 先行研究
は, 高度成長期の日本では, 第二次世界大戦以前はわずかであった電力業の石炭需要 (電力用
炭需要) が増加するとともに, これまで廃棄されてきた低カロリーの石炭 (低品位炭) を使用
した火力発電所向けの電力用炭需要も新たに生まれたが,     年代末の公害規制の強化によっ








衰退に与えた影響を明らかにしたい｡ 検討にあたっては, 先行研究, 統計, 年鑑, 会社史など
の刊行資料を中心に使用する｡ 必要に応じて石炭企業の一次史料も使用する｡
ところで, 通説的には, 石炭産業は自然条件の劣悪さや労働集約的な生産方法のために高コ
スト体質であり, それゆえに    年代半ば以降の ｢エネルギー革命｣ の過程で比較劣位産業化
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３) 矢田俊文 『戦後日本の石炭産業―その崩壊と資源の放棄―』 新評論,     年,   ～   頁；日本エ
ネルギー経済研究所編 『戦後エネルギー産業史』 東洋経済新報社,     年,    ～   頁；                                                                                                                                                           ‒   (            ) 
４) 一例として, 安場保吉・猪木武徳編 『日本経済史８ 高度成長』 岩波書店,     年；橋本寿朗・長






と, 石炭企業による需要開拓への取り組みを検討する｡ とくに, 電力用炭に求められる品質の
石炭を石炭企業がどのように供給したのかという点に注目する｡ また, 電力用炭需要の縮小過












６) 鉄道電化協会 ｢電化進展の歴史 (動力近代化計画終了特集号)｣ 『電気鉄道』 第  巻第２号 (    年資料) 石炭政策史編纂委員会編 『石炭政策史 資料編』 石炭エネルギーセンター,     年より作成｡注)     年度以前のコークス業がどこに含まれているかは不明｡ また,     年度まで, 窯業はその他に含まれている｡図１ 産業別国内炭需要の推移
                     
また,     年代に入ると一次エネルギー需要における国内炭から輸入石油への転換, すなわ






れていった８)｡ その量は    年代だけでも累計で約３千万トン (石炭換算) にのぼった９)｡     




力発電が主流となっていき,     年には発電力ベースで火力発電を凌駕した｡ 以後, 日本の電
源開発は    年代半ばまで ｢水主火従｣ が継続した｡ この間, 石炭企業は電力用炭供給の拡大
に慎重な姿勢を示していた｡ 表２に見るように, ｢水主火従｣ の電源構成のもとでは, 電力用
炭消費量は水力発電所の渇水・豊水, すなわち天候によって急変するために, 運輸業や製造業
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２月), ２～６頁｡
７) 重油ボイラー規制にかんしては, 小堀聡 ｢    年代のエネルギー政策―重油消費規制を中心に―｣
『社会経済史学』 第  巻第６号 (    年３月),   ～  頁を参照｡
８) 鉄鋼業, ガス業, コークス業で使用する石炭はコークス原料となる原料炭, 煉豆炭業で使用する石
炭は無煙炭であり, その他の製造業, 運輸業, 電力業, 暖厨房で使用する石炭は燃料用の一般炭であ
る｡ 本稿では, とくに断らない限り, 石炭は一般炭のことを指す｡
９) 日本鉄鋼連盟戦後鉄鋼史編纂委員会編 『戦後鉄鋼史』 日本鉄鋼連盟,     年,    頁；石炭政策史





( ) 京浜   石炭( ) 九州  石炭( ) 京浜での価格差( ‒ ) 九州での価格差( ‒ )                     ‒                        ‒                        ‒                        ‒                        ‒                        ‒   








果,     年度には火力発電の発電力が水力のそれを凌駕した｡ 電源開発は ｢火主水従｣ 化した
のである  )｡
石炭企業から見れば, こうした電力業における諸変化は, 従来マイナーであった電力用炭需
要がさらに拡大することを意味していた｡ また, ｢火主水従｣ への移行にともなって, 火力発
電所がベースロードを受け持つようになったため  ), 需要が天候によって急変するリスクも低
下した｡     年代半ばを境として, 電力用炭需要は石炭企業にとって魅力的な供給先へと変化
したのである｡ しかし, 電力用炭需要の開拓は簡単ではなかった｡ 産業用よりも大規模であっ
戦後日本の石炭市場における需要開拓と取引制度の再編    
  ) この問題は, 西日本石炭通信社編 『西日本石炭通信』 第  号 (    年  月), ９頁, 第  号 (    
年５月),   頁, 第   号 (    年８月), １頁などでも繰り返し指摘されている｡  ) 以上は, 『戦後エネルギー産業史』,    ～   頁；橘川武郎 『日本電力業発展のダイナミズム』 名古
屋大学出版会,     年,   ～   頁による｡ 本稿では, 煩雑を避けるため, 団体著作物の編著者名は
初出時のみ記載する｡  ) 橘川 『日本電力業発展のダイナミズム』,    頁｡
表２ 関西電力における出水率と燃料受入量, 消費量および貯炭量
(単位：表中に記載)
年・月 出水率 (％) 受入量 (トン) 消費量 (トン) 貯炭量 (トン)    年  月                           年  月                            年  月                             年１月                             年２月                            年３月                            年  月                            年  月                           年  月                            年１月                            年２月                            年３月                            年  月                             年  月                            年  月                             年１月                            年２月                             年３月                        




達していたため, 石炭の品質管理が非常に厳格であったからである｡ 具体的には, 低粘結性,





たとえば, 北海道炭鉱汽船 (北炭) の真谷地炭鉱では, 水力選炭機の改良によって石炭の品質
をより均質化することに成功した  )｡ 三菱鉱業は, 統計的品質管理や欧米の選炭理論の導入に
よって, 品質の均質化を進めた  )｡ 設備投資をほとんど必要としない方法として, 混炭も採用






複数企業が協力して選炭後の石炭を混炭する場合もあった｡ 日本炭鉱 (日炭) と三井鉱山 (三
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  ) 太田淡 ｢電力用炭概観｣ 『石炭評論』 第１巻第３号 (    年３月),   ～  頁；通商産業省大臣官房
調査統計部編 『石炭・コークス統計年報』 (昭和  年度版) 日本石炭協会,     年；『石炭政策史』,  頁｡  ) 今井正修 ｢オートメーションを中心とした選炭技術の動向｣ 工業技術院編 『    石炭利用技術会議
会議録Ⅲ』 日本動力協会エネルギー技術対策本部,     年,    ～   頁｡ 同書で事例にあげられてい
るのは原料炭であるが, 原料炭炭鉱では原料炭と一般炭の両方が生産されることから, 一般炭の品質
の均質化にも成功したと考えられる｡  ) 社団法人燃料協会編 『燃料の品質管理』 日刊工業新聞社,     年,   ～  頁；三菱鉱業セメント株
式会社総務部社史編纂室編 『三菱鉱業社史』 三菱鉱業セメント株式会社,     年,    ～   頁｡  ) 福岡通商産業局 『飯塚北部直方南部地域指導報告書 (筑豊編そのⅢ)』 福岡通商産業局,     年,  頁｡  ) 住友赤平鉱業所選炭課 『選炭会議資料』,     年｡ 本資料の利用にあたっては, 浅水忠男氏 (赤平
市), 吉田勲氏 (元・住友赤平鉱業所) の協力をいただいた｡ 記して感謝申し上げる｡
                     
    年から関西電力に納入を開始した｡ また, ６千    の上級炭も製造し, 同年から中部電





ら遠い東京・中部・関西の３大電力では燃料需要の ｢油主炭従｣ が決定的となった  )｡ また,
国内炭のほうが重油よりも安価であった産炭地では電力用燃料需要は依然として ｢炭主油従｣















の火力発電を構想し, 燃焼実験を開始した｡ その結果, 低品位炭燃焼でも高い熱効率を発揮す
ることが明らかとなった｡ 通産省も, 東北地方の只見川水力開発完成までの補完電源として低




  ) 以上は, 佐々木高士 『流体革命と日炭の対応』 私家版,     年,    ～   頁による｡ 取引枠につい
ては, 次節を参照｡  ) 以上は, 橘川 『日本電力業発展のダイナミズム』,    ～   頁による｡  ) 当時の石炭火力発電所, 低品位炭火力発電所はともに出力７万  前後が主流であり, 熱効率も
                     
大を受けて勿来発電所は順調に成長し, 低品位炭市場もまた拡大していった  )｡
低品位炭市場の拡大は, 石炭企業, 電力企業双方にとってメリットが大きかった｡ 石炭企業
は, 新需要の開拓だけでなく, ボタ廃棄コストの低下や原炭の商品炭歩留の向上によって, 商
品炭全体の生産コストの上昇を抑制することができた｡ 電力企業もまた, 電力需要が拡大する
なかで重油の半値以下 (約  円     ) という非常に安価な燃料を用いた発電が可能になっ
た  )｡ それゆえ,     年代に入ると低品位炭市場の規模はさらに拡大した｡ 需要側では, 勿来
発電所の増設 (福島,    万  ,         炭使用,     ～    年), 電力６社の共同出資で
設立された西日本共同火力による苅田発電所 (福岡,   万  ,         炭使用,     年)
の新設, そして電源開発 (電発) による若松火力の新設 (福岡,   万  , ３千    炭使用,    年) など, 産炭地における低品位炭火力発電所の新増設が相次いだ  )｡
供給側は, 様々な方法を用いて低品位炭の増産体制を整えた｡ まず, 大手石炭企業の事例を
見てみよう｡ 第１に, 設備投資の不要な手段として, 選炭の簡素化があげられる｡ たとえば,
日炭の高松炭鉱はボタ山のボタの再選炭による低品位炭回収にくわえて,     年に２段階の選
炭過程を１段階に簡素化して低品位炭 (３千    ) の増産をはかり, 電発若松火力に納入を開







次に, 中小石炭企業の事例を見てみよう｡ 長崎県の北松浦炭田の中里炭鉱は, 熱を発生しな
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  ％前後であった (阿部弥之助 ｢低品位炭活用について｣ 『    石炭利用技術会議会議録Ⅲ』,    頁)｡  ) 以上は, 福島県総合開発調査局 『常磐低品位炭活用の構想』 福島県総合開発調査局,     年；電気
学会, 火力発電技術協会編 『火力発電の回顧と展望』 電気学会, 火力発電技術協会,     年,    ～   頁；常磐共同火力株式会社編 『  年のあゆみ     ‒    ―人と事業の記録―』 常磐共同火力株式
会社,     年,   ～  頁による｡  ) 佐々木 『流体革命と日炭の対応』,    頁｡  ) 大同通信社編 『石炭年鑑』 (    年版) 大同通信社,     年,    頁；  年史編纂委員会編 『電発  
年史』 電源開発株式会社,     年,    ～   頁；『  年のあゆみ』,   ～  頁｡  ) 佐々木 『流体革命と日炭の対応』,    ～   頁｡  ) 森祐行 ｢日本における選炭技術の変遷とその後の展開｣ 『資源処理技術』 第  巻第２号 (    年６
月),   ～  頁｡  ) 酒井直 ｢コークス用炭に対する選炭の現状と課題｣ 『    石炭利用技術会議会議録Ⅲ』,    ～   頁；
日鉄鉱業株式会社嘉穂鉱業所嘉穂炭鉱史編纂委員会編 『嘉穂炭鉱史』 同委員会,     年,    ～   頁｡  ) 斎藤俊夫 ｢電力用炭に対する選炭の現状と課題｣ 『    石炭利用技術会議会議録Ⅲ』,    ～   頁｡
                     
い灰分が  ％もあるボタを水力選炭機で再選炭し,    ～   トン 月の低品位炭 (３千    )





















  ) 以上は, 福岡通商産業局 『北松中南部地域指導報告書』 福岡通商産業局,     年,   ～  頁による｡  ) 『石炭・コークス統計年報』, 各年度版；九州電力株式会社編 『九州電力三十年史』 九州電力株式会
社,     年,   頁｡  ) 『石炭政策史』,   ～   頁｡  )     ～    年度の大手石炭企業と中小石炭企業の生産量の変化は強い正の相関を示している (相関
係数   )｡ 電力用炭需要が急減した    年度以降の期間に限っても, 同様の相関を示している (相
関係数   )｡ このことは, 電力用炭需要急減の影響は大手, 中小の規模を問わず石炭産業全体にお
よんだことを示している｡ なお, 企業規模別の生産量は, 島西智輝 ｢エネルギー市場に関する長期統
計データベースの作成：戦後石炭産業 (    ‒    )｣       ディスカッション・ペーパー (      ‒   ),     年による｡  ) 以上は, 石炭政策史編纂委員会編 『石炭政策史 資料編』 石炭エネルギーセンター,     年,   ～  頁による｡
                     
染, 水質汚染, 悪臭, 騒音, 富栄養化などの公害問題が深刻化していた｡ 政府は    年の公害
対策基本法の施行後, 個別公害に対する規制法を次々と制定した｡ 一連の規制法のうち, 本稿





その第１は, 原油である｡ 原油の硫黄分は約２％であったため, 東京・中部・関西・中国電力
が積極的に採用した｡ 第２は, 東南アジアの超低硫黄分 (  ～  ％) の原重油である｡     
年の関西電力を皮切りに, 各電力はこれら超低硫黄原重油の導入を開始した｡ 第３は, 液化天
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  ) 通商産業省大臣官房調査統計部編 『全国炭鉱要覧』 (昭和  年版) 石炭通信社,     年；産炭地域
振興事業団 『ぼた山未利用資源の開発調査報告書』,     年,   ～  頁；佐々木 『流体革命と日炭の
対応』,    ～   頁｡  ) 以下は, 東京電力社史編集委員会編 『東京電力三十年史』 東京電力株式会社,     年,    ～   頁；
東京電力株式会社火力部編 『東京電力火力技術三十年の歩み』 同社火力部,     年,    ～   頁；中
部電力株式会社火力部編 『中部電力火力発電史』 同社火力部,     年,    ～   頁；社史編纂会議編
『中部電力  年史』 中部電力株式会社,     年,    ～   頁；関西電力五十年史編纂事務局編 『関西
電力五十年史』 関西電力株式会社,     年,    ～   ,    ～   ,    ～   頁による｡  ) 以上は, 佐々木 『流体革命と日炭の対応』,    ～   頁による｡  )     年４月時点で, 北海道内陸部の   排出規制値は, 東京, 大阪, 北九州のそれより６倍近く
緩かった (池田惣六 ｢石炭火力発電所の排煙脱硫装置について｣ 『電源開発株式会社調査資料』 第  





ていた｡ その第１が, 石炭の流体化である｡ 石炭液化 (人造石油) は第二次大戦時に事業化が
行われたが, 石油と直接競合するにもかかわらず生産コストが嵩んだため, 戦後は顧みられず,
技術開発も進まなかった  )｡ また,     年には石炭と水を混合してスラリー (固体と液体の混



















  ) 金城徳幸・宮寺博・柿本雅明 ｢エネルギー環境分野の技術潮流～石炭液化技術の経緯と発展～｣ 国
立科学博物館産業技術史資料情報センター ｢日本の技術革新：経験蓄積と知識基盤化｣ (文部科学省
科学研究費補助金特定領域研究) 第４回国際シンポジウム研究論文,     年｡  ) 『石炭年鑑』 (    年版),     年,    ～   頁｡ 石炭スラリーの場合は微粉砕した石炭と水を６ ４
の比率で混合する｡  ) 以上は, 下野克己 『戦後日本石炭化学工業史』 御茶の水書房,     年による｡ なお, 石炭化学には
鉄鋼・ガス業のコークス製造 (乾留) も含まれるが, これらは統計上化学工業の需要に含まれないた
め, ここでは石炭化学工業から除外する｡  ) 以上は, 新多摩川誌編集委員会編 『新多摩川誌／本編 [中]』 河川環境管理財団,     年；日本砂













特性を持つ石炭が産出されていた｡ それゆえ, 日本では, 戦時～戦後統制期を除いて, 各炭鉱
の産出する石炭に ｢石炭賦存地域の偏在, 重量財としての本来的性格 (引用注：輸送費の差に
基づく差別価格の形成), 炭種炭質及び生産費の相違, 需要性向並びに売手買手相互間の信
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  ) 坂本陸泰 ｢【回想】 日本炭砿の商品開発｣ 『エネルギー史研究』 第  号 (    年３月),   ～  頁｡
なお, 坂本によれば, 日炭ではボタのスライムを焼成して農薬キャリア (農薬をコーティングして散
布しやすくする芯材) を製造する実験も行われたが, やはり焼成コストがかかるために商品化は断念
されたという｡  ) 以上は, 『ぼた山未利用資源の開発調査報告書』；日鉄鉱業株式会社編 『四十年史』 同社,     年,   ～   頁による｡  ) 『三菱鉱業社史』,    頁｡  ) 通商産業省企業局・石炭局編 『石炭流通の分析』 日本石炭協会,     年,   頁｡  ) たとえば, 東京電力ではカロリーと灰分にくわえ, 粒度の保証も求めていた (住友石炭鉱業株式会
社 ｢本年を送るに当って―営業部営業第二課｣ 『井華旬報』 第   号 (    年  月),   頁,            )｡
                     
戦後日本の石炭市場における需要開拓と取引制度の再編    
資料) 通商産業省大臣官房調査統計部編 『石炭統計年報』 『石炭・コークス統計年報』 各年版, 日本石炭協会, 通商産
業調査会より作成｡
注１)     年まで年次,     年より年度統計｡
注２) 特級：        以上, 上級：    ～        , 中級：    ～        , 低品位：        以下｡ ただし,    ～    年度の上級は    ～        , 中級は    ～        ｡ 等級別区分は以下の表も同様｡ なお,     年
度以降の低品位炭には炭鉱業者以外の選別炭, 水洗炭などの規格外炭が含まれる｡







電力           
鉄鋼業           
国鉄          
ガス           
セメント            
紙パルプ            
煉豆炭           
化学肥料           
繊維           
コークス           
食料品           
化学繊維           
販売業者           








かる｡ また,     年代からの産炭地における低品位炭火力発電所の増加にともなって, 電力業
の低品位炭需要が増加している｡ その結果, 表５に見るように, 電力用炭に適合的な品質であ
る上級炭と低品位炭の供給が不足する一方で, 製造業用炭に適合的な品質である特級炭と中級
炭の供給が過剰となってしまったのである｡ しかし, 表６に見るように, 電力用炭が深刻な供
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  ) 図２で使用した資料によれば, 同時期に, 原料炭供給でも       以上の高カロリー炭の比率が   ％から  ％へと増加した｡  ) 『石炭・コークス統計年報』 (昭和  年度版),     年,   頁｡
表４ 電力業と製造業における一般炭 (粉炭) のカロリー等級別需要
(単位：％)
区分 年度 特級 上級 中級 低品位
電 力
                                                                             
製造業
                                                                            




年度 特級 上級 中級 低品位          ‒         ‒              ‒         ‒              ‒         ‒             ‒       ‒   





める製造業用炭需要には不適合な品質であった (表４)｡ それゆえ, 製造業用炭が    年代半
ば以降に供給不足に陥っていることから明らかなように (表６), 特級炭と中級炭の供給が制
約されることになった｡ また, 電力用炭は粉炭であったから, 暖厨房需要で求められた塊炭へ






った｡ ｢エネルギー革命｣ と石炭企業による需要切り捨てによって,     年代後半には製造業











受入量 (供給量) ( ) 消費量 ( ) 差 ( ‒ )
電力 製造業 電力 製造業 電力 製造業                             ‒    ‒                                                                  ‒   ‒                                   ‒                                                                        ‒                                  ‒                                   ‒                                  ‒                                 ‒  
資料) 『石炭・コークス統計年報』 (各年度版),     ～    年より作成｡
注１) 差が正の場合は供給過剰, 負の場合は供給不足を示す｡













(図３)｡ この取引の特徴として, 取引枠の設定があげられる  )｡ 取引枠とは, 過去の取引をも
とに決定される取引量の上限の目安である｡ 高炭価を提示した他需要への振替などを供給側が
行った場合, 次期には取引枠が縮小, 消滅することになるから, 取引枠の設定は需要側にとっ
て取引を安定させる機能があった  )｡ 供給側にとっても, 取引枠の設定を受け続ける限り, 安
定した供給先を確保することができた｡ 既存の取引枠を大幅に拡大したり新規に大口の取引枠
立教経済学研究 第  巻 第２号     年   
  ) 以上は, 島西智輝 ｢戦後石炭市場と石炭産業― ｢エネルギー革命｣ 期における三井鉱山の事例を中
心に―｣       ディスカッション・ペーパー (      ‒   ),     年,   ～  頁による｡  ) 以上は, 島西智輝 『衰退産業における企業行動―戦後石炭産業の再編とその帰結―』 慶應義塾大学
博士学位論文,     年,   ～  頁による｡  ) 太平洋炭鉱株式会社 『新石炭政策と当社 (社内討議資料)』,     年｡  ) 『石炭流通の分析』,   ～  ,   ～  頁｡  ) ｢石炭納入権｣ ともいう｡  ) 毛利広・大里仁士・藤穂積 ｢中小炭礦における石炭流通過程｣ 『九州経済調査協会研究報告』 第  
号 (    年３月),   頁；九州経済調査協会 ｢炭鉱危機と北松経済｣ 『九州経済調査協会研究報告』 第  号 (    年  月),   ～  頁｡

















  ) 国立国会図書館 ｢  ‒ 衆 ‒ 予算委員会第三分科会 ‒４号 昭和  年２月  日｣ (                    )｡  ) 北海道炭鉱汽船株式会社 (北炭) 『労使協議会議事録』     ～    年,            ；北炭 ｢深
刻な石炭不足―一屯でも欲しい営業部の現況―｣ 『ほくたん』 第  号 (    年９月), １～２頁,           １｡
表７ 産業別長期契約比率
(単位：％)
区分 業種     年度               
大手
電力              
国鉄         
鉄鋼業        
ガス業        










その他産業            
販売業者              





せるとともに  ), 長期契約を締結するようになった (表７)｡ それゆえ, 石炭企業から石炭を
購入して暖厨房や小口の製造業へ販売してきた石炭商社は, 供給先だけでなく購入先も失うこ
とになり, 廃業や転業を余儀なくされた  )｡ 石炭商社の市場からの退出によって, 石炭市場で
は石炭企業による需要者への直接販売が徐々に増加していった｡ たとえば,     年度の電力用











て, 国鉄は一律   円 トン値引きの指値を示し, 交渉が開始された｡ 交渉中は指値による概
算払いが続けられ, ７月に大手中小ともに   円 トン値引きで妥結した｡





～年度末に集中していた  )｡ それゆえ, 炭価交渉と炭価決定は大幅に遅れることになった｡ た
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  ) 『石炭年鑑』 (    年版),     年,    頁｡  ) 『石炭流通の分析』,   ～  頁｡  ) 『石炭年鑑』 (    年版),     年,    ～   頁｡  ) 『石炭流通の分析』,    ～   ,    ～   頁；国立国会図書館 ｢  ‒ 衆 ‒ 石炭対策特別委員会 ‒  号
昭和  年６月  日｣ (                    )｡  ) 北炭 ｢当社石炭販売の近況に就て｣ 『炭光』 (    年６月),           ７｡  ) 『石炭年鑑』 (    年版),     年,   ～   頁｡  ) 石炭鉱業合理化事業団編 『団史 整備編』 石炭鉱業合理化事業団,     年,   頁｡  ) 『石炭年鑑』 (    年版),     年,    頁｡  ) 『石炭政策史 資料編』,    ～   頁；石炭業界のあゆみ編さん委員会編 『石炭業界のあゆみ―日本











石炭企業は, 炭価の ｢後決め｣ を ｢悪弊｣ と捉えていたものの  ), 概算払いによる入金が行
われていたことにくわえ, 長期契約期間中の価格変動は契約終了時に精算, 調整することにな
っていた  )｡ また, 鉄鋼企業はほぼ   ％手形決済, その他の製造業企業も約半分が手形決済
であったのに対して, 主要需要者である電力企業はほぼ   ％が月末締めで翌月末現金払いで
あった  )｡ それゆえ, 炭価の ｢後決め｣ が経営に与えた影響は比較的軽微であったと考えられ
る｡ むしろ, 当時の石炭取引をめぐる諸条件, すなわちストライキや災害などによる供給量の
変動, 競合エネルギー価格や景気の変動による需要量の変動, そして品質の変動を加味しなが





基準炭価制度と,     年に設立, 事業を開始した特殊法人の電力用炭代金精算株式会社 (電炭),
および電炭が    年に改組された電力用炭販売株式会社 (電販) であった｡
順に見ていこう｡ 基準炭価制度は,     ～    年度に平均    円 トン引下げられた炭価を    年度まで据え置く制度で, 一般炭 (低品位炭以外の電力用炭と, その他一般炭) が対象で
あった｡ その目的は, 需給関係の変化にともなう炭価変動リスクを抑えることによって, 電力
用炭を中心とした一般炭需要を維持確保することであった  )｡ 標準炭価制度がほとんど機能し
戦後日本の石炭市場における需要開拓と取引制度の再編    
  ) 以上は, 『石炭年鑑』 (    年版),   ～   頁による｡  ) 以上は, 『石炭年鑑』 (    年版),     年,    ～   頁；『石炭年鑑』 (    年版),    ～   頁；







な炭価引下げなどを解消できなかった｡ また, 競合エネルギー価格の低下が続いたため, 基準
炭価を据え置いても競合エネルギーとの価格差は広がるばかりであった｡ さらに,     年度以
降の賃金・物価上昇や選炭強化にともなう生産コストの上昇によって, 基準炭価が据え置かれ





追及されないように, 炭価以外の取引条件 (量, 品質 (銘柄), 納炭場所) などは当事者間の
交渉に委ねられた  )｡
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  ) 基準炭価は以下の４点に基づいて決定された｡ ①値引き額計は, 九・北両者が千円, 東京・中部・
関西は    円｡ 東北は東京との較差, 中国・四国は関西との較差から適正ベースを算出して値引き
額を算出 ②基準炭価の対象は九州と北海道炭であるが, 宇部炭は九州炭に減ずる価格, 常磐炭やそ
の他九州特殊炭 (三井三池, 三菱崎戸, 松島大島) には別途特別価格を設定 ③代表的受渡場所以外
の発電所渡, 揚地電力の積地港頭   ・   炭価は   との運賃, チャージ差を考慮し航路別,
発電所別の適正較差を設定 ④公示品位以外の品位については当該各品位毎に   カロリー刻み, 揚
地は   円, 積地は  円前後の±α (『石炭年鑑』 (    年版),   頁)｡  ) 以上は, 『石炭政策史』,    ～   頁による｡  ) 以上は, 国立国会図書館 ｢  ‒ 衆 ‒ 石炭対策特別委員会 ‒  号 昭和  年３月  日｣ (                    )；『石炭年鑑』 (    年版),     年,   ～  頁；『石炭政策史』,    ～   頁による｡
                     
おわりに    年代半ばから ｢エネルギー革命｣ に直面した石炭企業にとって, 戦後日本の電力需要の
増加と電源の ｢火主水従｣ は, これまでマイナーであった電力用炭需要を開拓する好機となっ
た｡ それゆえ, 石炭企業は選炭機の設置・改良や混炭などの導入によって, 電力用炭に適合的
な品質の石炭を供給する生産組織を整えた｡     年代に入ると電源の ｢油主炭従｣ 化が進展し
たが, 石炭企業は低品位炭市場を開拓しつつ, 引き続き電力用炭需要の維持拡大に努めた｡ し
かし, 低品位炭以外の新需要開拓の試みはいずれも失敗に終わった｡ こうして,     年代前半
までに日本の石炭市場では電力用炭取引が支配的となった｡
電力用炭取引の増加は, 石炭の取引制度とともに, 石炭市場そのものを変化させた｡ 統制撤
廃後の石炭取引は銘柄取引であったから, 一般炭取引は電力用炭に適合的な品質の銘柄に偏る
ことになり, 製造業用炭に適合的な品質の銘柄の供給は減少した｡ 石炭企業と電力企業との長
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